



















































































































































































































































































　 人（％） 検定　 回答なし（n=1431） 回答あり（n=262）
養育費や教育費など
の経済的な支援 1048 76.6% 217 83.8% ***
育児の負担 183 13.4% 39 15.1%
家事の負担 235 17.2% 63 24.3% **
仕事の負担 336 24.5% 82 31.7% **
子どものしつけや接し方 460 33.6% 104 40.2% *
子どもの暴力 26 1.9% 4 1.5%
子どもの友人関係 183 13.4% 36 13.9%
子どもの親（相手方）
との関係 139 10.2% 34 13.1%
再婚 124 9.1% 32 12.4%
子どもの学力 429 31.3% 99 38.2% *
子どもの進路 674 49.2% 147 56.8% **
子どもの不登校・ひきこもり 65 4.7% 16 6.2%
自分の求職・就職 386 28.2% 80 30.9%
自分の健康状態 585 42.7% 132 51.0% **








31 2.3% 6 2.3%
ローンや借金など 128 9.3% 31 12.0%
ひとり親家庭への理
解不足 174 12.7% 47 18.1%
社会からの孤立感 96 7.0% 42 16.2% ***
子どもへの精神的負担 433 31.6% 107 41.3%
子どもへの家事等の
負担 92 6.7% 25 9.7%
自分が倒れたときの
















































10 代から 34 歳まで 222 15.5% 42 16.0%
35 から 39 歳 258 18.0% 45 17.2%
40 から 44 歳 400 28.0% 81 30.9%
45 歳以上 551 38.5% 94 35.9%
就労
n .s .働いている 1232 86.2% 225 85.6%
働いていない 198 13.8% 38 14.4%
三世代同居
n .s .同居している 406 28.3% 71 27.0%
同居していない 1031 71.7% 192 73.0%
就労収入
n .s .
0 から 50 万円未満 203 14.6% 35 13.6%
50 から 150 万円未満 384 27.7% 82 31.8%
150 から 200 万円未満 371 26.8% 64 24.8%
200 万円以上 428 30.9% 77 29.8%
母親の学歴
n .s .
中卒 24 1.7% 7 2.7%
高校中退 37 2.7% 10 3.9%
高卒 322 23.2% 67 26.2%
短大・専門等 611 44.0% 101 39.5%
大学大学院 395 28.4% 71 27.7%
母親の自己肯定感
平均値± SD 3.73 ± 1.02 3.24 ± 1.19 ***
親族サポート
平均値± SD 0.33 ± 0.26 0.26 ± 0.27 ***
友人知人サポート
平均値± SD 0.36 ± 0.28 0.27 ± 0.27 ***
現在の悩み得点
　　平均値± SD 0.23 ± 0.17 0.28 ± 0.17 ***
社会資源認知度得点


















認知度得点 -0.02 .057* －
現在の




.249** .313** 0.04 -.308** －
**p<.01*p<.05
（2）回帰分析の結果
2項ロジスティック回帰分析の結果を表4に示した。
説明変数は、上述の比較したもののうち、有意差が
認められた5つの連続尺度とした。投入方法は強制投入
法を用いた。分析の対象となったのは、欠損値がない
236ケースである。
分析結果を見ると、全ての説明変数が被説明変数に
影響を与えていることが分かる。社会資源の認知度得
点については、その得点が高くなると、「相談に行く気
にならなかった」と回答する確率が高くなるというも
のであった。
一方、母親の自己肯定感や親族サポート、友人知人
サポートについて見ると、その数値が高くなると、「相
談に行く気にならなかった」と回答する確率が低くな
るという結果であった。
表4
オッズ比 95%CI
母親の自己肯定感 0.734 （0.64-0.83）***
親族サポート 0.395 （0.21-0.715）**
友人知人サポート 0.476 （0.28-0.84）*
現在の悩み得点 2.963 （1.265-6.939）**
社会資源認知度得点 1.852 （1.05-3.25）*
モデルχ 2（df） 73.704（5）***
***p<.001**p<.01*p<.05
４．考察
（1）「相談」につながらない母親たちの姿
相談に行く気にならなかった、と答えた母親たちの方
が、そうではない母親たちと比べて、現在の悩みの割合
が高いことが確認できている。つまり、相談に行く気に
ならない母親は、現在の生活で困っていることが多い、
あるいは多くの生活課題を抱えているということである。
そうした単純集計で明らかになった傾向は、回帰分
析を用いてその因果関係を明らかにすることができた。
相談に行く気にならなかったと回答することに貢献す
る要因として、現在の暮らしの悩みが多いということ
が明らかとなっている。従って、「相談」とつながらな
い母親たちは、相談の必要がないから相談をしないの
ではなく、困っている状況に置かれている中で相談と
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つながっていないのである。
（2）「相談」につながらない理由
困っている状況に置かれている中で、母親たちが相
談とつながらないのはなぜなのであろうか。手がかり
になるのが、母親たちの自己肯定感であった。回帰分
析では、母親たちの自己肯定感が高い場合、相談に行
く気にならない、と回答しないということが明らかと
なっている。そして、母親の自己肯定感と現在の悩み
得点の相関関係を見ると、相関関係が認められている。
つまり、困っている母親たちは自分自身の何らかの自
信が持てず、他者への「相談」ができない、という構
造になっているのである。
先述、母子家庭の母親たちが支援機関の相談窓口を
利用しない理由として、働いている母親たちの生活時
間と行政の開所時間が重なっており、生活実態に合わ
ない相談体制になっていることを指摘されてきた（例
えば松原前掲；清水前掲）。しかし、本分析では、就労
の有無と相談に行く気にならないという回答には何ら
関連がないことが明らかになっている。相談とつなが
らないのは、先に取り上げた赤石が指摘するように、
母親たち自身の不安感が大きく影響しているのである。
「相談」につながらないのは、自分自身の話を他者にす
ることに対する不安や恐怖があったり、負い目があっ
たりすることが考えられる。相談機関における母子家
庭支援のシステムを検討する中で、母子家庭の生活実
態に沿った仕組みづくりだけでなく、相談を受ける側
による母親たちの気持ちに寄り添った関係性の構築が
重要となる。
（3）相談窓口における支援のあり方
相談窓口に携わる人々が理解すべきことは、母親たち
は相談に来ないのではなく、「相談」に対する不安を抱え
ているために、窓口に来ることができないということで
ある。これらのことから、支援者ないし支援システムに
おいて次の2点について確認をする必要があるであろう。
1つは相談窓口におけるインテークの仕方についてで
ある。これまでの方法論が適切であったかどうかの評
価をする必要がある。
2つ目に、同時に支援者に対するインテーク場面や面接
場面を設定した研修プログラムも開発してく必要がある。
また、こうした自己肯定感が低い母親たちにとって、
先の赤石のような、例えば相談窓口へ来所する際の同
行支援は有効であると考えられる。すぐに専門職によ
る支援の手続きにつなぐ前に、母子家庭に至った経緯
を丁寧に傾聴しながら、どのような生活ができるか、
あるいはどのような支援を利用できるか一緒に考えな
がら、母親たちや子どもたちを支えていく役割である。
自治体は、児童扶養手当や生活保護母子家庭の母親た
ちの情報を多く手にしている立場にある。個人情報の
観点から、そうした情報の共有に懸念はあるものの、
行政機関と独立した立場で母親たちをアドボケイトし
たり、エンパワメントしたりする存在は検討できない
であろうか。
５．今後の課題
（1）分析の課題
本分析は、社会資源認知度得点が高い場合、相談に
行く気にならなかったと回答する傾向があることを明
らかにしている。この結果の解釈について、推測の域
を出ないものの、以下に分析結果を用いた推測を示し、
今後の課題を提示する。
先述のように、相談に行く気にならなかった母親た
ちの方が、そうではない母親たちと比べて現在の悩み
が多いという結果であった。そうした、現在の悩みが
多い母親たちは、数値的には低いものの、社会資源認
知度が高いという相関関係があることを明らかにして
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いる。この結果について、例えば、現在の暮らしにお
ける悩みを抱えつつ、利用できる相談窓口を色々検討
したが、適切な支援につながらなかったり、そもそも
有効な支援がなかったりしたため、相談に行く気にな
らなかったということが考えられる。つまり、問題解
決に対する意欲があったが、それに見合う支援を専門
職や友人知人といった相談相手が充分に解決すること
ができず、専門職であれば、越智がいうような態度が
母親たちにとって不適切であったため、相談とつなが
らなくなってしまったということも考えられる。ある
いは、多くの支援策について調べたものの、自分がそ
の支援を利用できるのかどうかまでの確証がなく、相
談に行く気になれなかったということも考えられる。
そもそも有効な支援がないことが影響しているのであ
れば、改めて母子家庭支援策のあり方について行政レ
ベルでの検討もする必要がある。
これらの課題については、質的調査法を用いながら、
統計的な分析モデルを生成したり、別途調査研究を実
施したりすることを検討する。
また、現在の悩み得点が高い母親たちは、自己肯定感
が低くなる結果となっている。従ってこの3つの変数間
の関連を明らかにする必要がある。共分散構造分析を用
いて、直接効果や間接効果、あるいはそれらを併せた総
合効果を明らかにすることができると考えられる。
（2）関係性への着目
考察において特に定義付けすることなく使用してき
た「関係性」について課題として提示する。
これまで、母子家庭の母親たちを取り上げたルポや
当事者団体のインタビュー調査等で、行政との関係性
で苦労をしたり拒否したりしている母親たちの姿は取
り上げられてきた。制度施策に関して言及しているも
のが多かった。しかし、母子家庭の研究において、母
親と例えば相談窓口におけるインテークワーカーのラ
ポールの形成について、言及しているものはほぼ見当
たらない。また、母子家庭の相談支援に関する専門職
である母子・父子自立支援員について、非常勤職の割
合が高いことが厚生労働省から公表されており注３、母
親と母子父子自立支援員との間で関係ができたとして
も、人が入れ替わり、関係性がリセットされてしまう
ことも考えられる。継続的に相談を受けることができ
る体制づくりも検討の余地があるであろう。
【注】
注1 全国調査においてもこのことは充分に把握することはで
きるが、例えば、本研究プロジェクトにおける関係者会
議において、児童扶養手当の申請や現況届の提出以外で
母親たちと関わる機会が決して多くあるわけではない、
という発言があった。
注2 変数の生成方法については清水（2015）を参照されたい。
注3 厚生労働省が公表している『ひとり親家庭等の支援につ
いて』では、2013（平成25）年度末現在、母子父子自立
支援員は1,644人（常勤427人、非常勤1,217人）となっており、
非常勤の割合が74%となっている。　http://www.mhlw.
go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukat
eikyoku/0000100019.pdf　2016.01.01
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